
株 主 各 位

定時株主総会招集ご通知に際しての

インターネット開示事項

第12期（平成26年４月１日から平成27年３月31日まで）

■ 連結計算書類の「連結注記表」……… １頁

■ 計算書類の「個別注記表」…………… ９頁

「連結注記表」及び「個別注記表」につきましては、法令及び定款第13条の２の規定に

基づき、インターネット上の当社ウェブサイト (http://www.smcon.co.jp）に掲載す

ることにより株主の皆様に提供しております。
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連 結 注 記 表

1. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
1）連結の範囲に関する事項
　(1) 連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称
　 連結子会社の数 17社
　 主要な連結子会社の名称

三井住建道路㈱、ＳＭＣリフォーム㈱、ＳＭＣコンクリート㈱、ＳＭＣ商事㈱、ＳＭＣテック㈱、

ＳＭＣシビルテクノス㈱、三井プレコン㈱、ＳＭＣＣタイランド、ＳＭＣＣコンストラクションイ

ンド、ＳＭＣＣウタマインドネシア

　前連結会計年度まで持分法適用会社であったＳＭＣＣウタマインドネシアは、当連結会計年
度に同社株式を追加取得し重要性が増したことに伴い、連結の範囲に含めております。
三井住建道路㈱においては、連結計算書類を作成しており、同社の連結計算書類について連結
しております。同社の連結対象会社は下記のとおりであります。

　 三道工業㈱、雁部建設㈱
　(2) 主要な非連結子会社の名称等
　 主要な非連結子会社の名称
　 ㈱コスモプラニング、ＳＭＣＣオーバーシーズシンガポール、ＳＭＣＣマレーシア
　 連結の範囲から除いた理由

　非連結子会社は、いずれも小規模会社であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見
合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等はいずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼして
いないため、連結の範囲から除外しております。

2）持分法の適用に関する事項
　(1) 持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の数及び主要な会社等の名称

持分法を適用した非連結子会社 該当ありません。
　前連結会計年度まで持分法適用会社であったＳＭＣＣウタマインドネシアは、連結の範囲に
含めたため、当連結会計年度から持分法適用の範囲より除外しております。

持分法を適用した関連会社の数 １社
　会社等の名称 吉井企画㈱

　(2) 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の名称等
主要な会社等の名称
　（非連結子会社） ㈱コスモプラニング、ＳＭＣＣオーバーシーズシンガポ

ール、ＳＭＣＣマレーシア
　（関連会社） ファイベックス㈱

　 持分法を適用していない理由
　持分法を適用しない非連結子会社（４社）及び関連会社（３社）は、それぞれ当期純損益及
び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適
用から除外しております。

3）会計方針に関する事項
　(1) 資産の評価基準及び評価方法
　 ① 有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券………償却原価法（定額法）
　 その他有価証券

時価のあるもの…………期末日の市場価格等に基づく時価法
(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動
平均法により算定）

時価のないもの…………移動平均法による原価法
　 ② デリバティブの評価基準及び評価方法

デリバティブ……………… 時価法
　 ③ たな卸資産の評価基準及び評価方法

未成工事支出金…………… 個別法による原価法
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販売用不動産………………個別法による原価法
（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法に
より算定）

材料貯蔵品…………………主として総平均法による原価法
（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法に
より算定）

　(2) 固定資産の減価償却の方法
　① 有形固定資産・投資不動産 …主として定率法

（リース資産を除く） (ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除
く）については定額法を採用）
なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する
方法と同一の基準によっております。
在外連結子会社については見積耐用年数に基づく定率法又は定
額法によっております。

　② 無形固定資産………………定額法

（リース資産を除く） なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の
基準によっております。(ただし、自社利用のソフトウェアにつ
いては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を
採用）

　③ リース資産

　所有権移転外ファイ
ナンス・リース取引
に係るリース資産

…………リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用
しております。
なお、リース取引に関する会計基準の改正適用初年度開始前の
所有権移転外ファイナンス・リース取引については、引き続き
通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を採用しており
ます。

　(3) 引当金の計上基準

① 貸倒引当金……………………売上債権、貸付金等の貸倒による損失に備えるため、一般債権
については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ
いては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上して
おります。

② 完成工事補償引当金…………完成工事に係るかし担保の費用に備えるため、当連結会計年度
の売上高（完成工事高）に対する将来の見積補償額に基づいて
計上しております。

③ 工事損失引当金………………当連結会計年度末手持ち工事のうち損失の発生が見込まれるも
のについて、将来の損失に備えるため、その損失見込額を計上
しております。

　(4) その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
　 ① ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理の要件を満たしている為替予約について
は振当処理によっており、特例処理の要件を満たしている金利スワップについては特例処理に
よっております。

　 ② 売上高（完成工事高）及び売上原価（完成工事原価）の計上基準
売上高（完成工事高）の計上は、当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が

認められる工事については工事進行基準（工事の進捗度の見積りは原価比例法）を、その他の
工事については工事完成基準を適用しております。

なお、当社は、平成21年３月31日以前に着手した工事契約のうち、工期が１年を超える工事
は原則として工事進行基準を、小規模工事（工事価格５億円未満）及び工期が１年以内のもの
は工事完成基準を適用しております。

　 ③ 退職給付に係る会計処理の方法
退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込額

に基づき、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を計上しております。
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退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる
方法については、給付算定式基準によっております。

会計基準変更時差異は、15年による定額法により費用処理しております。
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として11

年）による定額法により費用処理しております。
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（主として11年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度
から費用処理しております。

未認識数理計算上の差異、未認識過去勤務費用及び未認識会計基準変更時差異については、
税効果を調整の上、純資産の部におけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額
に計上しております。

　 ④ 消費税等の処理
消費税及び地方消費税に相当する額の会計処理は、税抜方式によっております。

　 ⑤ 連結納税制度の適用
連結納税制度を適用しております。

2. 会計方針の変更に関する注記
「退職給付に関する会計基準」等の適用
「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会

計基準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号
平成27年３月26日。以下「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び
退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて当連結会計年度から適用し、退職給付債
務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算
定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を割引率決定の基礎となる債券の期間について
従業員の平均残存勤務期間に近似した年数を基礎に決定する方法から、退職給付の支払見込期間
及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しておりま
す。
退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従

って、当連結会計年度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響
額を利益剰余金に加減しております。

これにより、当連結会計年度期首の退職給付に係る負債が315百万円減少し、利益剰余金が267
百万円増加しております。また、当連結会計年度の損益に与える影響は軽微であります。
なお、当連結会計年度の１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後

１株当たり当期純利益金額に与える影響は軽微であります。

3. 表示方法の変更に関する注記
連結貸借対照表関係

前連結会計年度において、区分掲記しておりました「破産更生債権等」は、金額的重要性が
乏しくなったため、当連結会計年度から「投資その他の資産」の「その他」に含めて表示して
おります。
なお、前連結会計年度の当該金額は795百万円であります。
　

連結損益計算書関係
前連結会計年度において、区分掲記しておりました「貸倒引当金戻入額」は、営業外収益の

総額の100分の10以下となったため、当連結会計年度から「営業外収益」の「その他」に含め
て表示しております。
　なお、前連結会計年度の当該金額は348百万円であります。

前連結会計年度において、区分掲記しておりました「貸倒引当金繰入額」は、営業外費用の
総額の100分の10以下となったため、当連結会計年度から「営業外費用」の「その他」に含め
て表示しております。
なお、前連結会計年度の当該金額は461百万円であります。
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前連結会計年度において、区分掲記しておりました「海外工事法人税額」は、営業外費用の
総額の100分の10以下となったため、当連結会計年度から「営業外費用」の「その他」に含め
て表示しております。
なお、前連結会計年度の当該金額は304百万円であります。

前連結会計年度において、「特別利益」の「その他」に含めて表示しておりました「負ののれ
ん発生益」は、特別利益の総額の100分の10を超えたため、当連結会計年度から区分掲記してお
ります。

なお、前連結会計年度の当該金額は0百万円であります。

前連結会計年度において、区分掲記しておりました「資産受贈益」は、特別利益の総額の
100分の10以下となったため、当連結会計年度から「特別利益」の「その他」に含めて表示し
ております。

なお、前連結会計年度の当該金額は118百万円であります。

前連結会計年度において、区分掲記しておりました「投資有価証券売却益」は、特別利益の
総額の100分の10以下となったため、当連結会計年度から「特別利益」の「その他」に含めて
表示しております。
　なお、前連結会計年度の当該金額は43百万円であります。

4. 連結貸借対照表等に関する注記
1）担保に供している資産及び担保に係る債務
　(1) 借入金等に対する担保に供している資産

建物・構築物 812 百万円
機械、運搬具及び工具器具備品 63
土地 10,308
投資有価証券 7,430
投資不動産 3,736
　 計 22,350

　(2) 担保に係る債務
短期借入金 5,736百万円
長期借入金 487
流動負債「その他」 100
固定負債「その他」 24
　 計 6,348

　(3) 工事保証又は差入保証金代用として担保に供している資産
現金預金 21百万円
投資有価証券 9
　 計 31

2) 有形固定資産の減価償却累計額 26,813百万円
3) 投資不動産の減価償却累計額 746百万円
4) 保証債務
　(1) 下記の会社等の銀行借入金等に対して保証を行っております。

　従業員（住宅建設資金） 8百万円
　その他（２件） 5
　 計 14

　(2) 下記の会社の手付金保証契約に対して保証を行っております。
　明和地所㈱ 818百万円
　㈱エストラスト 106
　 計 924

5) 受取手形割引高 313百万円
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6) 土地の再評価
連結子会社であります三井住建道路㈱が「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布

法律第34号) 及び「土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律」（平成13年３月31日改正）
に基づき、事業用土地の再評価を行い、土地再評価差額金を純資産の部に計上しております。

　 再評価の方法
 「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第４号
に定める地価税法（平成３年法律第69号）第16条に規定する地価税の課税価格の計算基礎と
なる土地の価額を算定するために国税庁長官が定めて公表した方法により算定した価額に合
理的な調整を行って算定する方法

再評価を行った年月日 平成13年３月31日
再評価を行った土地の当連結会計年度末における時価と土地再評価法に基づく再評価後の帳簿
価額との差額 △701百万円

7) 未成工事支出金及び工事損失引当金
損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支出金と工事損失引当金は、相殺せずに両建て

で表示しております。
損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支出金のうち、
工事損失引当金に対応する額 2,089百万円

8)財務制限条項
当社は、平成26年８月６日付で株式会社三井住友銀行をアレンジャーとする、既存取引行７行に

よるシンジケートローン契約を締結しております。この契約には、以下の財務制限条項が付されて
おります。

平成27年３月期末日及びそれ以降の各事業年度末日における連結貸借対照表に記載される純資産
の部の合計金額を、平成26年３月期末日における連結貸借対照表に記載される純資産の部の合計金
額の75％に相当する金額、又は直近の事業年度末日における連結貸借対照表に記載される純資産の
部の合計金額の75％に相当する金額のうち、いずれか高いほうの金額以上に維持すること。

なお、シンジケートローン契約の借入残高は、当連結会計年度末においては、長期借入金（１年
内返済予定の長期借入金を含む）9,500百万円であります。

5. 連結損益計算書に関する注記
1) 工事進行基準による売上高（完成工事高） 284,140百万円
2) 売上原価（完成工事原価）に含まれる工事損失引当金繰入額 2,115百万円
　
6. 連結株主資本等変動計算書に関する注記
1) 発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度
期首株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

普通株式 808,262,394 5,104,211 - 813,366,605

第二回Ａ種優先株式 1,500,000 - 1,500,000 -

第三回Ｄ種優先株式 7,500 - 7,500 -

合 計 809,769,894 5,104,211 1,507,500 813,366,605

（変動事由の概要）

普通株式の増加は、第二回Ａ種優先株式及び第三回Ｄ種優先株式の普通株式を対価とする取得請
求権行使によるものであります。
第二回Ａ種優先株式及び第三回Ｄ種優先株式の減少は、普通株式を対価とする取得請求権行使に

より増加した自己株式を消却したことによるものであります。
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2) 配当に関する事項
(1)配当金支払額

決議 株式の種類
配当金
の総額
(百万円)

１株当た
り配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成26年６月27日

定時株主総会

第二回Ａ種優先株式 10 6.69
平成26年３月31日 平成26年６月30日

第三回Ｄ種優先株式 0 58.45

合計 － 10 － － －
(2)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類
配当金
の総額
(百万円)

配当の
原資

１株当た
り配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成27年６月26日

定時株主総会

(予定)

普通株式 812
利 益
剰余金

1.00 平成27年３月31日 平成27年６月29日

合計 － 812 － － － －
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7. 金融商品に関する注記
1) 金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入に
より資金を調達しております。また、デリバティブについては、為替変動リスク及び金利変動リ
スクを軽減するために利用し、投機的な取引は行わない方針であります。
受取手形・完成工事未収入金等に係る顧客の信用リスクは、与信・債権管理プログラムに沿っ

てリスク低減を図っております。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式について
は四半期ごとに時価の把握を行っております。借入金の使途は運転資金（主として短期）であ
り、適時に資金繰計画を作成・更新することにより管理し、一部の長期借入金の金利変動リスク
に対して金利スワップ取引を実施して支払利息の固定化を実施しております。
デリバティブ取引は外貨建ての金銭債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目的とした

為替予約取引、借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジを目的とした金利スワップ取
引であります。なお、デリバティブ取引については、社内規定に従って行っており、また、デリ
バティブの利用にあたっては、信用リスクを軽減するために、格付の高い金融機関とのみ取引を
行っております。

2) 金融商品の時価等に関する事項
平成27年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差

額については次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるもの
は、次表には含めておりません（（注２）参照）。

(単位：百万円)

連結貸借対照表
計上額(*1)

時価(*1) 差額

(1) 現金預金 53,305 53,305 －

(2) 受取手形・完成工事未収入金等 128,591

　 貸倒引当金(*2) △7

128,584 128,572 △12

(3) 有価証券及び投資有価証券 8,789 8,794 5

①満期保有目的の債券 279 285 5

②その他有価証券 8,509 8,509 －

(4) 長期貸付金 6,454

　 貸倒引当金(*2) △5,268

1,186 1,128 △58

(5) 支払手形・工事未払金等 (132,552) (132,552) －

(6) 短期借入金 (10,210) (10,205) 5

(7) 長期借入金 (9,787) (9,643) 143

(8) デリバティブ取引 292 292 －

(*1)負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。
(*2)個別に計上している貸倒引当金を控除しております。
(注１)金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
(1) 現金預金

　預金は全て短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に
よっております。

(2) 受取手形・完成工事未収入金等
　これらの時価は、一定の期間ごとに区分した債権ごとに、信用リスクを加味した将来キ
ャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標で割り引いた現在価値によっております。

(3) 有価証券及び投資有価証券
　これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

(4) 長期貸付金
　当社では、これらの時価の算定は、一定の期間ごとに分類し、与信管理上の信用リスク
区分ごとに、その信用リスクを加味した将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な
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指標で割り引いた現在価値により算定しております。また、貸倒懸念債権については、同
様の割引率による見積キャッシュ・フローの割引現在価値、又は、担保及び保証による回
収見込額等により、時価を算定しております。

(5) 支払手形・工事未払金等
　これらは営業債務でありそのほとんどが１年以内で決済されるため、時価は帳簿価額に
ほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

(6) 短期借入金
　短期借入金に含まれる１年以内返済予定の長期借入金に関しては(7)長期借入金と同様
な方法にて時価を算定しております。また、その他の短期借入金は短期で決済されるた
め、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

(7) 長期借入金
　長期借入金の時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想
定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。変動金利による長期借入金
は金利スワップの特例処理の対象とされており（下記(8)参照）、当該金利スワップと一体
として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に適用される合理的に見積
られる利率で割り引いて算定する方法によっております。

(8) デリバティブ取引
　これらの時価については、取引先金融機関から提示された価格によっております。な
お、為替予約の振当処理によるものは、ヘッジ対象とされている外貨建金銭債務と一体と
して処理しているため、その時価は、当該外貨建債務の時価に含めて記載しております。
　金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体とし
て処理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

(注２) 非上場株式（連結貸借対照表計上額3,272百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャ
ッシュ・フローを見積ることができず、時価を把握することが極めて困難と認められるた
め、「(3)有価証券及び投資有価証券」には含めておりません。

　
8. 賃貸等不動産に関する注記
1) 賃貸等不動産の状況に関する事項

一部の子会社で、埼玉県に賃貸用の倉庫（土地を含む。）を有しております。
2) 賃貸等不動産の時価に関する事項

（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額 時価

3,206 3,388

(注１)連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
(注２)当期末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額であ

ります。
　
9. １株当たり情報に関する注記
1) １株当たり純資産額 42円40銭
2) １株当たり当期純利益 8円59銭

(注１）１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。
純資産の部の合計額 40,190百万円

純資産の部の合計額から控除する金額 5,720

(うち少数株主持分） (5,720)

株式に係る期末の純資産額 34,469

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末株式 812,883千株

(注２）１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。
当期純利益 6,955百万円

期中平均株式数 809,466千株
　

10. その他の注記
　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表

1. 重要な会計方針に係る事項に関する注記
1）資産の評価基準及び評価方法
　(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券………………償却原価法(定額法)
子会社株式及び関連会社株式………移動平均法による原価法

　 その他有価証券
時価のあるもの…………………期末日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動
平均法により算定）

時価のないもの…………………移動平均法による原価法
　(2) デリバティブの評価基準及び評価方法

デリバティブ………………………時価法
　(3) たな卸資産の評価基準及び評価方法

未成工事支出金……………………個別法による原価法
材料貯蔵品…………………………総平均法による原価法

(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法に
より算定)

2）固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産………………………定率法
　 （リース資産を除く） (ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を

除く）については定額法を採用）
なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定す
る方法と同一の基準によっております。

(2) 無形固定資産………………………定額法
　 （リース資産を除く） なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一

の基準によっております。(ただし、自社利用のソフトウェア
については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定
額法を採用）

(3) リース資産
　所有権移転外ファイ
ナンス・リース取引
に係るリース資産

……………リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採
用しております。
なお、リース取引に関する会計基準の改正適用初年度開始前
の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、引き
続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を採用し
ております。

3）引当金の計上基準
(1) 貸倒引当金…………………………売上債権、貸付金等の貸倒による損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権
については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計
上しております。

(2) 完成工事補償引当金………………完成工事に係るかし担保の費用に備えるため、当事業年度の
完成工事高に対する将来の見積補償額に基づいて計上してお
ります。

(3) 工事損失引当金……………………当事業年度末手持ち工事のうち損失の発生が見込まれるもの
について、将来の損失に備えるため、その損失見込額を計上
しております。
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(4) 退職給付引当金……………………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職
給付債務の見込額に基づき計上しております。
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度
末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準
によっております。
会計基準変更時差異は、15年による均等額を費用処理してお
ります。
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以
内の一定の年数（11年）による定額法により費用処理してお
ります。
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の
平均残存勤務期間以内の一定の年数（11年）による定額法に
より按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理し
ております。

4）完成工事高及び完成工事原価の計上基準
完成工事高の計上は、当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事につ

いては工事進行基準（工事の進捗度の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成
基準を適用しております。

なお、平成21年３月31日以前に着手した工事契約のうち、工期が１年を超える工事は原則として
工事進行基準を、小規模工事（工事価格５億円未満）及び工期が１年以内のものは工事完成基準を
適用しております。

5）その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
　(1) ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理の要件を満たしている為替予約については
振当処理によっており、特例処理の要件を満たしている金利スワップについては特例処理によっ
ております。

　(2) 退職給付会計にかかる会計処理
計算書類において、未認識数理計算上の差異、未認識過去勤務費用及び会計基準変更時差異の

未処理額の会計処理方法は、連結計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっておりま
す。

　(3) 消費税等の処理
　 消費税及び地方消費税に相当する額の会計処理は、税抜方式によっております。
　(4) 連結納税制度の適用
　 連結納税制度を適用しております。

2. 会計方針の変更に関する注記
　 「退職給付に関する会計基準」等の適用

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計
基準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号
平成27年３月26日。以下「退職給付適用指針という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退
職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて当事業年度から適用し、退職給付債務及び
勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基
準へ変更するとともに、割引率の決定方法を割引率決定の基礎となる債券の期間について従業員
の平均残存勤務期間に近似した年数を基礎に決定する方法から、退職給付の支払見込期間及び支
払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しております。
退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従

って、当事業年度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を
繰越利益剰余金に加減しております。
これにより、当事業年度の期首の退職給付引当金が201百万円減少し、繰越利益剰余金が201百

万円増加しております。また、当事業年度の損益に与える影響は軽微であります。
なお、当事業年度の１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株

当たり当期純利益金額に与える影響は軽微であります。
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3. 表示方法の変更に関する注記
貸借対照表関係

前事業年度において、区分掲記しておりました「未収入金」は、科目を掲記すべき数値基準
が、資産総額の100分の１を超える場合から100分の５を超える場合に緩和されたため、当事業年
度から「流動資産」の「その他」に含めて表示しております。
なお、前事業年度の当該金額は2,654百万円であります。

前事業年度において、区分掲記しておりました「立替金」は、科目を掲記すべき数値基準が、
資産総額の100分の１を超える場合から100分の５を超える場合に緩和されたため、当事業年度か
ら「流動資産」の「その他」に含めて表示しております。
なお、前事業年度の当該金額は7,108百万円であります。

前事業年度において、区分掲記しておりました「長期営業外未収入金」は、科目を掲記すべき
数値基準が、資産総額の100分の１を超える場合から100分の５を超える場合に緩和されたため、
当事業年度から「固定資産」の「その他」に含めて表示しております。

なお、前事業年度の当該金額は7,495百万円であります。

前事業年度において、区分掲記しておりました「未払金」は、科目を掲記すべき数値基準が、
負債総額の100分の１を超える場合から100分の５を超える場合に緩和されたため、当事業年度か
ら「流動負債」の「その他」に含めて表示しております。
なお、前事業年度の当該金額は1,765百万円であります。

前事業年度において、区分掲記しておりました「未払費用」は、科目を掲記すべき数値基準
が、負債総額の100分の１を超える場合から100分の５を超える場合に緩和されたため、当事業年
度から「流動負債」の「その他」に含めて表示しております。
なお、前事業年度の当該金額は1,917百万円であります。

前事業年度において、区分掲記しておりました「未払消費税等」は、科目を掲記すべき数値基
準が、負債総額の100分の１を超える場合から100分の５を超える場合に緩和されたため、当事業
年度から「流動負債」の「その他」に含めて表示しております。
なお、前事業年度の当該金額は1,191百万円であります。

前事業年度において、区分掲記しておりました「預り金」は、科目を掲記すべき数値基準が、
負債総額の100分の１を超える場合から100分の５を超える場合に緩和されたため、当事業年度か
ら「流動負債」の「その他」に含めて表示しております。
なお、前事業年度の当該金額は5,655百万円であります。

前事業年度において、区分掲記しておりました「長期未払金」は、科目を掲記すべき数値基準
が、負債総額の100分の１を超える場合から100分の５を超える場合に緩和されたため、当事業年
度から「固定負債」の「その他」に含めて表示しております。
なお、前事業年度の当該金額は2,579百万円であります。

損益計算書関係
前事業年度において、「営業外費用」の「その他」に含めて表示しておりました「証券代行手

数料」は、営業外費用の総額の100分の10を超えたため、当事業年度から区分掲記しております。
なお、前事業年度の当該金額は165百万円であります。

　
前事業年度において、区分掲記しておりました「貸倒引当金繰入額」は、営業外費用の総額の

100分の10以下となったため、当事業年度から「営業外費用」の「その他」に含めて表示してお
ります。

なお、前事業年度の当該金額は521百万円であります。

前事業年度において、区分掲記しておりました「海外工事法人税額」は、営業外費用の総額の
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100分の10以下となったため、当事業年度から「営業外費用」の「その他」に含めて表示してお
ります。
なお、前事業年度の当該金額は304百万円であります。

4. 貸借対照表に関する注記
1) 担保に供している資産及び担保に係る債務
　(1) 借入金等に対する担保に供している資産

建物・構築物 328百万円
土地 5,209
投資有価証券 7,424
関係会社株式・関係会社出資金 364
　 計 13,326

　(2) 担保に係る債務
短期借入金 5,700百万円
長期借入金 300
　 計 6,000

2) 有形固定資産の減価償却累計額 9,332百万円
3) 保証債務
　 (1)下記の会社等の銀行借入金等に対して保証を行っております。

㈱アメニティーライフ 767百万円
ＳＭＣ商事㈱ 212
その他（３件） 14
　 計 993

　 (2)下記の会社の手付金保証契約に対して保証を行っております。
明和地所㈱ 818百万円
㈱エストラスト 106
　 計 924

4) 受取手形割引高
受取手形割引高 190百万円
流動資産「その他」（営業外受取手形）割引高 122
　 計 313

5) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
短期金銭債権 2,463百万円
長期金銭債権 12,788
短期金銭債務 14,374
長期金銭債務 2,579

6）財務制限条項
当社は、平成26年８月６日付で株式会社三井住友銀行をアレンジャーとする、既存取引行７行に

よるシンジケートローン契約を締結しております。この契約には、以下の財務制限条項が付されてお
ります。

平成27年３月期末日及びそれ以降の各事業年度末日における連結貸借対照表に記載される純資産
の部の合計金額を、平成26年３月期末日における連結貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額
の75％に相当する金額、又は直近の事業年度末日における連結貸借対照表に記載される純資産の部の
合計金額の75％に相当する金額のうち、いずれか高いほうの金額以上に維持すること。

なお、シンジケートローン契約の借入残高は、当事業年度末においては、長期借入金（１年内返
済予定の長期借入金を含む）9,500百万円であります。
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5. 損益計算書に関する注記
1) 工事進行基準による完成工事高 235,443百万円
2) 完成工事原価に含まれる工事損失引当金繰入額 2,085百万円
3) 関係会社との取引高

関係会社に対する売上高 368百万円
関係会社からの仕入高 34,700
関係会社からの営業外収益 1,610
関係会社に対する営業外費用 62

　
6. 株主資本等変動計算書に関する注記
　 自己株式に関する事項

株式の種類
当事業年度期首
株式数（株）

当事業年度増加
株式数（株）

当事業年度減少
株式数（株）

当事業年度末
株式数（株）

普通株式 468,382 15,706 1,135 482,953

第二回Ａ種優先株式 - 1,500,000 1,500,000 -

第三回Ｄ種優先株式 - 7,500 7,500 -

合 計 468,382 1,523,206 1,508,635 482,953

　（変動事由の概要）
普通株式の増加は、単元未満株式の買取りによるものであります。
普通株式の減少は、単元未満株式の買増請求による売渡しによるものであります。
第二回Ａ種優先株式及び第三回Ｄ種優先株式の増加は、普通株式を対価とする取得請求権行使

によるものであります。
第二回Ａ種優先株式及び第三回Ｄ種優先株式の減少は、普通株式を対価とする取得請求権行使

により増加した自己株式を消却したことによるものであります。

7. 税効果会計に関する注記
　1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
退職給付引当金否認額 5,571百万円
貸倒引当金繰入限度超過額 2,940
未払債務否認額 1,069
関係会社株式評価損否認額 941
工事損失引当金否認額 520
完成工事補償引当金否認額 243
繰越欠損金 210
その他 500

繰延税金資産小計 11,997
評価性引当額 △7,857
繰延税金資産合計 4,140

繰延税金負債
　 その他有価証券評価差額金 △573
　 繰延ヘッジ損益 △96
　 資産除去債務に対応する除去費用 △4
　繰延税金負債合計 △674
繰延税金資産の純額 3,465

　2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳
法定実効税率 35.6％

(調整)
永久に損金に算入されない項目 1.5
永久に益金に算入されない項目 △4.4
住民税均等割等 0.1
税額控除 △3.0
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評価性引当額の増減 △17.4
税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 5.8
その他 △0.3

税効果会計適用後の法人税等の負担率 17.9
3）法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

所得税法等の一部を改正する法律及び地方税法等の一部を改正する法律が平成27年３月31日に
公布されたことに伴い、当事業年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算（ただし、平成27年
４月１日以降解消されるものに限る）に使用した法定実効税率は、前事業年度の35.6％から回収
又は支払が見込まれる期間が平成27年４月１日から平成28年３月31日までのものは33.1％、平成
28年４月１日以降のものについては32.3％にそれぞれ変更されております。
その結果、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が340百万円減少し、当

事業年度に計上された法人税等調整額が406百万円、その他有価証券評価差額金が58百万円、繰延
ヘッジ損益が７百万円、それぞれ増加しております。

8. 関連当事者との取引に関する注記
子会社及び関連会社等 (単位：百万円)

種類
会 社 等
の 名 称

所在地
資本金
又は
出資金

事 業 の
内 容

議決権等の所有 関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(注７)

科 目
期末残高
(注７)(被所有)割合

(%)

子会社
ＳＭＣ
コンクリ
ート㈱

栃木県
下野市

100

コンクリ
ート二次
製品の製
造・販売
他

所有
直接100%

製品購入
製品の購入
（注１)

703 工事未払金 397

資金貸付

役員の兼任
資金貸付
（注２)

300 貸付金 3,200

子会社
ＳＭＣ
商事㈱

東京都
中央区

100
建設資材
販売他

所有
直接100%

建設資材等
購入

建設資材等の
購入（注１)

17,668
工事未払金
支払手形

8,357
430

資金貸付
及び保証

役員の兼任

資金貸付
（注３)

6,429 貸付金 300

利息の受取 5
資金借入
（注４)

3,962

利息の支払 62
債務保証
（注５)

212

子会社
ＳＭＣ
テック㈱

千葉県
流山市

100
仮設資機
材リース
他

所有
直接100%

仮設資機材
等リース受
入

仮設資機材等
のリース受入
（注１)

5,515 工事未払金 1,251

資金貸付

役員の兼任

資金貸付
（注３)

250 貸付金 4,470

利息の受取 126

関連
会社

吉井企画
㈱

愛媛県
松山市

10
不動産の
売買・管
理

所有
直接30%

資金貸付及
び保証

役員の兼任

長期営業外未
収入金
（注６）

2,579
長期営業外
未収入金

3,158

長期未払金
（注６）

2,579 長期未払金 2,579

取引条件及び取引条件の決定方針等
(注１）製品の購入価格・建設資材等の購入価格及び仮設資機材等のリース価格については、見積

の提示を受け、市場価格を勘案し、交渉により決定しております。
(注２）資金貸付の金利については、平成22年４月１日より無利息としております。
(注３）資金貸付の金利については、市場金利を勘案して決定しております。
(注４）資金借入の取引金額は、資金の借入返済が反復的に行われているため、期中の平均残高を

表示しております。
また、資金借入の金利については、市場金利を勘案して決定されております。

(注５）債務保証については、仕入先への仕入債務に対して保証しております。
(注６）同社に対する求償金額、金融機関に対する保証履行金額を表示しております。
(注７）取引金額には消費税を含めておりません。期末残高には消費税を含めております。
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9. １株当たり情報に関する注記
1) １株当たり純資産額 28円55銭
2) １株当たり当期純利益 7円 9銭

(注１）１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。
純資産の部の合計額 23,205百万円

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末株式 812,883千株

(注２）１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。
当期純利益 5,735百万円

期中平均株式数 809,466千株

10. その他の注記
　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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